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はじめに
　現在の日本社会は、経済的に豊かであるにも関わらず豊かさを実感できな
い、閉塞した状況にあると言われている。ここで問題となっている生活不安
の背景には、雇用リスクの高まりがある。その発生メカニズムについて分析
し、政策立案を通じて現状の打開への貢献が期待できることから、労働経済
学の果たす役割は大きい。
　1990 年代以降、グローバル化やバブル崩壊の影響によって、わが国の労働
需要は大きく変化してきた。企業による教育訓練の実施割合が減少したこと
からも、企業が新卒者の能力開発に消極的になってきていることは明らかで
ある1)。その結果、雇用責任のあり方に関しても変化が生じてきていると考
えられる。つまり、業種によって状況の違いはあるものの、かつてのように
企業が労働者の育成を行い、雇用責任を持つのは難しくなっているのである。
このため、企業がこの変化に適応できるよう、1985 年には労働者派遣法が
制定され、1999 年には法改正によって対象業務が原則自由化された。さらに、
その後も対象業務の拡大、期間要件の緩和等が行われてきた。一方で、労働
者に対しても自己啓発を促したり、雇用保険の適用範囲を拡大するといった
政策が必要であるにもかかわらず、そうした制度設計はおろそかにされてき
1)　 厚生労働省「民間教育訓練実態調査」、「能力開発基本調査」によれば、従業員のために職
業能力開発を実施した企業の割合は、1990 年代以降、低下し続けている。
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たように思われる。
　こうした状況下において、正規・非正規雇用者間の賃金格差や若年正社員
の長時間労働など、労働条件の問題が世間の関心を集めているが、私はその
就職時点に注目し、現代に適応した新たな労働市場の形を考えていきたい。
　現在一般的である、新卒者に偏った定期一括採用慣行の下では、就職希望
者は一生に一度のチャンスを逃した場合の代償が大きく、採用者側は採用の
自由度が低く、採用コストが高まるという弊害が起こっている。よってこの
採用活動を見直し、労働者自らが自身の人生を設計することで、働きやすく、
精神的に豊かな生活を送れる社会を目指すとともに、企業が多様な人材を採
用できる新たな仕組みを構築すべきである。その結果、従業員のうつ病の発
病や過労死を防ぎ、労働生産性が上がることも期待できる2)。
　このような問題意識を背景として、本稿ではこれからの労働市場を考える
上で重要となる、転職市場を分析対象とし、転職市場（本稿では、正社員を
中途採用する市場を指す）の拡大を支える要因と、逆に転職市場の発展を阻
害している要因とを明らかにし、健全な転職市場の形成を促す政策の方向性
を見出すことを目的とする。
　近年の転職市場を取り巻く環境の変化は以下の通りである。
　まず図①が示すように、労働者全体に占める正社員転職者の割合は 2003
年から 2005 年にかけて上昇した。これは、有効求人倍率と比較して明らか
なように、当時の景気改善の影響による結果と考えられる。そして、2006 年
には正社員転職者が半数以上の事業所に存在する状態となっており、職場に
転職者がいることは珍しくなくなっている3)。
　また図②からは、2006 年時点で、39 歳以下の正社員の約 3 人に一人は転
職者であることがわかる。ここで、29 歳以下と 30 ～ 39 歳層において割合
が逆転したことは、各年の経済状況が一因となっていると考えられる。1998
年はアジア通貨危機を受けて金融システム不安が増大し、日本経済の先行き
2)　 OECD（2008）は、先進諸国の職場における精神面の健康に深刻な問題があることを指摘
している。
3)　厚生労働省「平成 18 年転職者実態調査」を参照。
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図①　全労働者に占める新卒者・転職者の割合と有効求人倍率
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注 1） 新卒者、転職者は共に正社員を示す。
注 2） 有効求人倍率はセンサス局法 II(X-12-ARIMA）により季節調整済で、新卒者を除きパー
トタイムを含む。
資料出所：厚生労働省「雇用動向調査」及び「職業安定業務統計」より作成
図②　年齢階級別正社員に占める転職者の割合
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資料出所： 厚生労働省「平成 10 年転職者総合実態調査」及び「平成 18 年転職者実態調査」
　　　　　より作成
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が不透明であった時期であり、逆に 2006 年は、景気が着実に回復を続ける
日本経済の拡大期であった。こうした背景と転職の関係については、先行研
究の節において述べる。
　また、今後 3 年間に転職者の採用予定がある企業は全体の半数以上を占め、
こうした企業は特定の能力を持つ人材として転職者の採用を決めているよう
である4)。
　次に、産業別に見ると、不動産業や医療・福祉、運輸業で 5% 以上である
のに対し、複合サービス業や電気・ガス・熱供給・水道業では 1% 未満にと
どまることから、産業特性によって転職者の割合は異なる（図③）。
　2008 年と 2009 年における採用人数の前年比伸び率を、新卒者と転職者と
で比較すると、新卒者は 13.3% から 8.1% への変化であったのに対し、転職
者は 1.6% から▲ 29.6% へと急落している5)。このことから、転職者の採用数
は、新卒者の採用数に比べて経済成長率に対する弾力性が大きいことがうか
がえる。
4)　厚生労働省「平成 18 年転職者実態調査」を参照。
5)　日本経済新聞社「採用計画調査」を参照。
図③　産業別正社員に占める転職者の割合
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資料出所： 厚生労働省「平成 18 年転職者実態調査」より作成
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　以下では、まず関連する先行研究を挙げる。次に、転職市場に影響を与え
る要因を解明するため、企業の採用行動に関する理論仮説を構築し、「西宮
市労働実態基本調査（2008）」の個票データを用いて計量分析を行う。最後に、
理論仮説を実証的に検証した結果を基に、今後どういった政策を行っていけ
ばよいのかを提案する。
1．先行研究
　近年の転職市場に関わる問題意識を振り返ると、「雇用形態の多様化」や
「若年雇用」に関するものが大半である。まず、雇用形態の多様化については、
1995 年に日経連が提起した「雇用ポートフォリオ」がある。これは非正規・
正規雇用比率の変化の方向性を示す概念であり、企業の人件費を変動費化す
るためには、長期雇用の正社員を減らし、専門職において派遣労働者を増や
し、さらに不熟練労働者の雇用を柔軟化することが推奨されている。しかし
目指すべき比率についての具体的な議論はされておらず、議論をするとして
も外生的なショックを考慮することは困難である。よって、非正規雇用者が
労働者全体の 3 割を超える現状が望ましい状態かどうかは不透明である。
　また、若年雇用の研究としては玄田（2000・2004）や太田（2000）などが
ある。玄田によれば、45 歳以上の従業員割合が高い企業では、中高年雇用
維持のために新卒採用意欲が低く、中高年と若年の間での「置換効果」が起
こっているという。また太田は、就職時の経済動向が新卒者のその後の離職
率に影響を与える、つまり就職氷河期の不本意就職者世代は好況期に転職を
行うという「世代効果」を主張している。図②において、2006 年に 30 歳代
の転職者が多い一因は、この世代効果だと考えられる。
　正規・非正規の採用選択を分析した例として、井口（2004）の「自国人
労働者の養成と外国人労働者受入れの選択モデル」や、これを応用した志
甫（2006）の「高校新卒者と外国人研修生の選択モデル」がある。これらは、
Thurow, L. C.（1975）の仕事競争モデル（労働者は仕事を遂行できるよう
になるための訓練費用の少なさを争うとする）を応用し、若年正社員の離職
率上昇が（3年間は転職することのない）外国人研修生のコスト競争力を高め、
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彼らへの依存が高まることを実証した。
　転職市場を分析したものとしては、採用メディア・経路の多様化からその
変化を分析した豊田（2007）があるが、経済学的に分析されたものではない。
　以上のように、転職市場に関連した調査としては、厚生労働省による「雇
用動向調査」や「転職者実態調査」等がある一方で、転職市場の動向を決定
する要因を分析した文献は非常に少ない。本稿では、過去の先行研究を参照
しながら、企業内の年齢構成と正規・非正規雇用比率を中心に、採用行動に
影響を及ぼす要因を明らかにしていく。
2．実証の方法
2. 1　理論モデル
　まず、採用行動関数を以下のように設定する。
　　Yi = (X1i, X2i, X3, X4, X5) (i = 1, 2)
　ここで、被説明変数（Yi）は企業の採用行動を示し、具体的には Y1 は新
卒者の採用、Y2 は転職者の中途採用とする。説明変数 X1i は企業の正社員
従業員に占める特定の年齢層の割合を示し、X11 は若年比率、X12 は中高年
比率とする。また、X2 は企業の従業員全体に占める特定の雇用形態の割合
を示し、X21 はパート労働者の比率、X22 は派遣労働者の比率を表す。次に、
X3 は企業に定年制度があるかどうか、X4 は企業に労働力の不足感があるか
どうかを示し、X5 は業種ダミーである。
仮 説 1（若年偏重仮説）：企業は従業員の若年比率（X11）を高めるように行
動するので、新卒採用（Y1）は増加するが、逆に転職者の採用（Y2）は抑
制される。
仮 説 2（置換効果仮説）：中高年比率（X12）が高まると、新卒採用（Y1）が
減少し、逆に転職者の採用（Y2）は増加する。 
仮 説 3（代替効果仮説）：パート労働者比率（X21）が高まると、正社員転職
者の採用（Y2）は減少する。しかし、新卒者の採用（Y1）には影響がない。
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ただし、業態によってパート労働者の位置づけが異なるため、一概には判
断できない部分もあることに注意が必要である。
仮 説 4（代替効果仮説）：派遣労働者比率（X22）が高まると、新卒者・転職
者ともに採用（Y1, Y2）は減少する。職種により異なるが、特に事務職に
おいて顕著な現象と考えられる。
仮 説 5（新陳代謝効果仮説）：強制的な定年制度があること（X3）は、新卒
採用（Y1）も転職者の採用（Y2）も増加させる。新卒採用（Y1）は事業所
の年齢構成の若返りを図るため、転職者の採用（Y2）は、定年により失わ
れる経験者を補充することで技能を維持するためと考えられる。
仮 説 6（労働力不足仮説）：労働力が不足する（X4）と、新卒採用（Y1）も
転職者の採用（Y2）も増加する。ただし、長期的な視点から、一時的な経
済情勢の変化に対してあまり採用行動を変化させない場合もあり得る。
仮 説 7（企業特殊的熟練仮説）：資本装備率が高い、又は企業特殊的な熟練
が評価される企業では、新卒採用（Y1）が多くなり、資本装備率が低い、
又は企業特殊的な熟練が評価されない企業では、転職者の採用（Y2）が多
くなる。ただし、業界全体で各企業の傾向が一致する業種があることも想
定される。
2. 2　使用するデータ
　今回の実証分析に用いたデータは、西宮市の委託を受けて関西学院大学労
働経済研究会が 2007 年に実施した「西宮市労働実態基本調査」の個票デー
タである。調査対象は、日本産業分類による産業大分類、及び従業員規模別
の抽出率を用いて無作為に抽出された、西宮市内の 3,805 の民営事業所であ
る。有効回答数は 769 票で、回収率は 20.2% となっている。
　この中で、過去 3 年間に正社員の中途採用を実施した事業所は 27.4%、し
なかった事業所は 39.2% で、不明は 33.4% であった。また、中途採用された
者は、特定職務で経験を有する者（11.6%）や職務上の要資格保有者（9.2%）
が多く、若年又は女性のパートタイム労働者を正社員に転換した事業所は、
それぞれ 3.0%、2.9% にとどまった。
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　計量分析に関連する項目についての全国規模データとの比較は表①の通り
である。数値の乖離が見られる項目は、西宮市のデータにおける中小企業の
多さが影響していると考えられ、30 人以上の事業所に限って比較すれば、今
回使用するデータが特殊なものではないことが確認できる。
　ただし個票データの性質上、賃金に関する項目を含められなかったことや、
すべての業種でダミー変数を採用できなかったこと、マクロ的要因について
分析できないことは、本稿の分析における制約である。
2. 3　計量モデル
　本節では、近年の転職市場の動向や先行研究、新卒採用市場との関係を踏
　表①　データの比較
　 西宮市 全　国
労 働 力 の 過 不 足 
( ＋は過剰、
　－は不足を示す DI)
（）は 30 人以上で集計
産業計 －11 （－30） 産業計 －27
建築業 －6 （－11） 建築業 －22
製造業 －6 （－17） 製造業 －24
情報通信業 －13 　 情報通信業 －45
運輸業 －18 （－16） 運輸業 －42
卸売・小売業 －13 （－43） 卸売・小売業 －16
金融･保険業 －15 （0） 金融･保険業 －33
不動産業 0 　 不動産業 －32
飲食店、宿泊業 －18 （0） 飲食店、宿泊業 －26
医療、福祉 －13 （－48） サービス業 －34
教育、学習 －11 （0） ( 労働経済動向調査・
2007 年 8 月 )サービス業 －11 （－68）
非正規社員比率 49.6%
38.8% 
(就業形態の多様化に関する調査・
2002 年 )
定年制普及率
（）は 30 人以上で集計
29.1％
（99.4％）
(30 人以上企業の一律定年制 )
93.2％
65 歳以上
定年実施企業 5.8%
9.1% 
( 就労条件総合調査・
2007 年 1 月 )
パートタイム
労働者比率 38.0%
週 35 時間未満 
25.6％ 
( 労働力調査・2007 年 6 月 )
資料出所： 西宮市市民局『西宮市労働実態基本調査（2008）』より作成
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まえながら、転職市場の拡大に寄与する要因に関する理論仮説と、転職市場
の発展を阻害している要因に関する理論仮説を検証する。そこで、採用慣行
ごとに 3 種類の二項ロジスティック回帰モデル（被説明変数は 1 又はゼロ）
を用い、最尤法によって推定する。
　　log
p
1− p
= α+ β1X1 + β2X2 + β3X3 + β4X4 + β5X5 + β6X6 + β7X7 + µ
Yは事業所の採用行動（0 又は 1）であり、Pは Y= 1 となる確率とする。た
だし、採用行動は①新卒者のみを採用する「新卒者依存型」、②新卒者と転
職者の両方を採用する「新卒・転職者混合型」、③転職者のみを採用する「転
職者依存型」の 3 つに分類して検証する。
αは定数項、βは係数、µは残差項であり、説明変数は以下の通りである。
　X1：「若年比率」（事業所における 15 ～ 24 歳の正社員の比率 )
　X2：「中高年比率」（事業所における 45 歳以上の正社員の比率）
　X3：「パート労働者が従業員全体に占める比率」
　X4：「派遣労働者が従業員全体に占める比率」
　X5：「定年制度の有無」とし、0 または 1 である。
　X6：「労働力不足感の有無」とし、0 または 1 である。
　X7： 「業種ダミー」とし、特定の業種に該当する場合は 1、そうでない場
合は 0 である。
3．実証分析の結果
　分析結果は表②にまとめた通りである。以下ではその考察を行う。
　第 1 に、事業所の若年比率は「新卒採用のみ」又は「新卒者と転職者の採
用を組み合わせる」採用行動の企業において高くなっている。すなわち、若
年比率が高い事業所は、新卒採用に依存するという仮説は支持された。
　第 2 に、事業所における中高年比率は「新卒者と転職者の採用を組み合わ
せる」事業所の採用行動にマイナスの影響があり、「転職者の採用のみ」を
行う事業所の採用行動にはプラスの影響があった。その範囲では、中高年比
率が高まると新卒採用が減少し、逆に転職者の採用は増加するという仮説は
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支持された。ただし「新卒のみ」を採用する事業所では、中高年比率は採用
行動になんの影響ももたらしていなかった。
　第 3 に、事業所のパート労働者比率は、新卒者と転職者の採用の組み合わ
せ方には特に相違をもたらさず、パート労働者と正社員転職者との代替効果
仮説は支持されなかった。
　第 4 に、事業所における派遣労働者比率は「新卒採用のみ」又は「新卒・
転職者の採用を組み合わせる」事業所の行動には影響を与えていないが、新
卒者を採用せず「転職者の採用のみ」を行う事業所の採用にマイナスの影響
を与えた。その限りで、派遣労働者の代替効果仮説は支持され、派遣労働者
の存在が正社員転職者の採用を阻害することがわかった。
　第 5 に、事業所において定年制があることは、どのタイプの採用行動にお
いてもプラスの影響を与え、新陳代謝効果仮説は支持された。
　第 6 に、労働力不足感があることは、新卒者と転職者の採用の組み合わせ
　表②　採用行動関数の推定結果（二項ロジスティック回帰分析）
説明変数
新卒者依存型
採用慣行
新卒・転職者混合型
採用慣行
転職者依存型
採用慣行
係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値
若年比率 3.98*** 4.312 3.847*** 4.863 －1.243 －1.48
中高年比率 －0.738 －1.038 －1.669*** －3.179 0.699*** 2.628
パート労働者比率 0.41 0.641 －0.739 －1.586 0.325 1.098
派遣労働者比率 －0.04 －0.019 1.276 1.18 －2.307** －2.136
定年制の有無 1.209*** 2.805 2.463*** 6.465 1.631*** 8.279
労働力不足感の
　　　　　　有無 －0.442 －0.832 0.485 1.611 0.048 0.206
業種ダミー
　金融・保険業 1.058* 1.834 0.914** 2.059 －0.844* －1.859
　不動産業 －17.171 －0.003 －0.288 －0.359 －0.481 －1.062
　飲食店、宿泊業 －0.128 －0.148 0.217 0.363 －0.469 －1.141
　医療、福祉 0.227 0.407 0.728** 2.086 －0.622** －2.278
　教育、
　学習支援事業 1.666*** 3.727 0.095 0.213 －0.76** －2.203
定数項 －4.295*** －8.34 －3.682*** －9.091 －1.839*** －8.514
サンプル数 769 769 769
Nagelkerke R2 乗 0.23 0.314 0.208
注）ｔ値は漸近的数値である。
*** は１％、** は 5％、*は 10％水準で有意であることを示す。
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方にはほとんど影響を与えず、労働力が不足すると新卒採用も転職者の採用
も増加するという労働力不足仮説は支持されなかった。この点については、
短期的な労働力不足である場合、事業所は正社員を採用するのではなく、労
働時間の延長や、非正規雇用を増加させることで対応すると考えられる。
　第 7 に、業種特性をみると、「新卒者に依存した採用」は教育、学習支援
事業において顕著であるが、「新卒者と転職者を組み合わせる採用」は金融・
保険業と医療、福祉において、また「転職者に依存した採用」は、医療、福
祉と教育、学習支援事業において顕著である。このように、同じ業種でも事
業所ごとに採用慣行は異なっている。従って、資本装備率や企業特殊的熟練
の重要度に関する仮説をもとに、特定の型の採用行動を、特定の業種の特性
とみなすことは難しい。 
おわりに
　本稿では、転職市場拡大の促進要因と阻害要因とを明らかにするため、個
票データをもとに事業所の採用行動に影響を及ぼす要因を明らかにしてき
た。分析結果の考察とマクロ要因を踏まえると、以下のような対策を講じて
いくべきである。
　第 1 に、人口高齢化で若年人口が減少し、新卒採用市場が縮小していくこ
とは避けられない。よって、新卒採用市場への依存を持続的に低下させ、正
社員のための転職市場を健全に育成していくことが必要である。そのために
は、勤続年数による賃金水準上昇を抑制し、雇用選択における年齢の重要性
を下げるための抜本的な改革が必要である。
　第 2 に、転職市場の育成のためにも、労働者派遣事業の過度の規制緩和は
好ましくない。また、労働者派遣が直接雇用に転換されやすくなるような制
度の整備が必要である。
　こうした政策が実現し健全な労働市場の整備が進めば、労働環境の悪化し
た職場から円滑に転職したり、職業人生に新たな目標をもって、異なる分野
に就職したりすることは、労働者にとってより選択しやすくなる。企業にとっ
ても、新卒採用市場では得られないような、多様な人材の活用によって事業
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の展開ができるというメリットがある。この際、できる限り失業を発生させ
ず、かつそれまでの職歴を十分に評価して処遇の向上を図ることが重要とな
るので、こうした点を今後の研究の課題としたい。
　また、転職市場に影響を及ぼすマクロ要因として、グローバル化、デフ
レーション、少子化による若年労働力の減少や中長期的な潜在成長率の低下
に着目した分析も進めていきたい。なぜなら、グローバル化により企業の対
外依存度は高まり、競争は激化、為替変動幅も拡大した。また、デフレーショ
ンは賃金コストの引き下げの誘因となって安定雇用を脅かすこととなってい
る。この二つの要因は密接に関わり合いながら、企業の採用活動を左右する。
そして、若年労働力の減少や中長期的な潜在成長率の低下もまた、企業の新
卒採用志向を強制的に変化させる要因として重要だと考えられるからであ
る。
　さらに、正規・非正規の採用選択モデルと併せて、新卒採用・転職者の採
用及び派遣・請負労働の採用選択行動をモデル化することや、多項ロジット
モデルの活用などの課題に挑戦し、転職市場育成のための分析を進めたい。
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